
平成２８年度 当初予算案

（平成２７年２月補正含む）

主 要 事 項 説 明 資 料

環 境 部



環境部

事　　　業　　　名　 担当課

環境 １ 　環境・エネルギー総合戦略事業費

エ ネ ル ギ ー 政 策 課
循 環 型 社 会 推 進 課
地 球 温 暖 化 対 策 課
水 環 境 対 策 課
特区・ ｲ ﾉ ﾍ ﾞ ｰ ｼ ｮ ﾝ 課

環境 2 　不法投棄等防止対策事業費 循 環 型 社 会 推 進 課

環境 3 　産業廃棄物３Ｒ支援センター事業費 循 環 型 社 会 推 進 課

環境 4 　海岸漂着物地域対策推進事業費 循 環 型 社 会 推 進 課

環境 5 　食品廃棄物等適正処理指導強化事業費 循 環 型 社 会 推 進 課

環境 6 　生物多様性戦略総合対策事業費 自 然 環 境 保 全 課

環境 7 　山陰海岸世界ジオパーク推進事業費 自 然 環 境 保 全 課

環境 8 　京都丹波高原国定公園（仮称）魅力発信事業費 自 然 環 境 保 全 課

環境 9 　きょうと水道ビジョン策定推進費 公 営 企 画 課

環境 10 　マイクロ吞龍１万基構想推進費 水 環 境 対 策 課

環境 11
　＜水道事業会計＞
　府営水道施設更新・耐震化事業費

建 設 整 備 課

環境 12
＜工業用水道事業会計＞
工業用水道施設更新・耐震化事業費

建 設 整 備 課

環境 13
　生活・交通基盤整備事業費
　農林水産業基盤整備事業費
　流域下水道建設費

自 然 環 境 保 全 課
水 環 境 対 策 課

ページ

主要事項説明資料目次



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部 商工労働観光部

環境・エネルギー総合戦略事業費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別２，０８２，２６０千円

１ 目 的
「エネルギー自給・京都」の実現による安心・安全で持続可能

な社会の構築に向けて、先進的かつ総合的な環境・エネルギー
施策を展開する。

２ 事業内容

（単位：千円）

1,781,000事業内容 再生可能エネルギー倍増事業費

◆家庭向け再生可能エネルギー導入総合支援事業 150,000目 的
◆スマート・エコハウス促進事業 1,500,000対 象
◆自立型再生可能エネルギーシステム導入支援事業 31,000方法等
◆木質バイオマス発電導入支援事業 100,000

31,000地域エネルギー自立事業費

◆北近畿エネルギー自立ネットワーク推進事業 20,000
◆南部スマートバレー形成推進事業 11,000

22,000水素エネルギー活用社会推進事業費

◆「水素企業の森」育成事業 5,000
◆水素インフラ創生事業 17,000

110,000京都舞鶴港エネルギークラスター事業費

◆京都舞鶴港エコ・エネ拠点整備促進事業 100,000
◆日本海側天然ガスインフラ整備促進事業 10,000

138,260省エネ・低炭素化推進事業費

◆京都ＥＭＳ推進事業 50,000
◆事業者ＣＯ２削減対策事業 76,000
◆ＥＶ・ＰＨＶタウン推進事業 11,260
◆地球温暖化適応策推進事業 1,000

075-414-4297ｴﾈﾙｷﾞｰ政策課
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ担当
ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当

循環型社会推進課 循環・ﾘｻｲｸﾙ担当 075-414-4730

地球温暖化対策課 075-414-4708
担当課名 企画担当 課・担当 電話番号

推進担当
水 環 境 対 策 課 管理担当 075-414-5206

特区・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 075-414-4849新産業育成・研究開発推進担当

環境－１



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

再生可能エネルギー倍増事業費事 業 名

新規
予 算 額 新規・継続の別１，７８１，０００千円 （ ）一部継続

１ 目 的
2020年度に府内の再生可能エネルギー導入量を倍増（2014

年度比）させ、府内総電力需要の12％(約21億kWh)をまかな

うことを実現する。

２ 事業内容
（１）家庭向け再生可能エネルギー導入総合支援事業費 150,000千円

① 家庭向け総合相談窓口（エネサポ京都）

府内各地域の家電店・工務店員等を「再エネ・コンシ事業内容

ェルジュ（仮称 」に認証し、家庭の再生可能エネルギー）

設備導入を促進目 的

対 象

② 家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置事業方法等

太陽光発電設備と蓄電池を同時に導入する場合 再エ、「

ネ・コンシェルジュ（仮称 」や市町村と連携して助成）
対象設備 補助額 補助要件

市町村の太陽光発電設太陽光発電 １万円／kW (上限４万円)

備補助等への上乗せ蓄電池 ５万円／kWh(上限30万円)

（２）ス マ ー ト ・ エ コ ハ ウ ス 促 進 事 業 費 1,500,000千円
（継続）

太陽光発電設備や省エネ設備の設置に対する低利融資
対象設備 太陽光発電設備、家庭用蓄電池、家庭用燃料電池等

融資条件 限度額:350万円 利率:年0.5％ 期間:10年以内(固定金利)

（３）自立型再生可能エネルギーシステム導入支援事業費 31,000千円

自立型再生可能エネルギー設備等を導入する事業者への助成
対 象 者 中小企業（資本金１億円以下）等

対象設備 再生可能エネルギー設備及び効率的利用設備

補 助 率 １／３（上限500万円）

（４）木質バイオマス発電導入支援事業費 100,000千円

木質バイオマス発電用の燃料チップ製造設備の導入に

対する助成

075-414-4297担当課名 ｴﾈﾙｷﾞｰ政策課 課・担当 電話番号
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ担当

ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当

環境－１－１



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

地域エネルギー自立事業費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別３１，０００千円

１ 目 的

府北部・南部地域において、地域特性を踏まえたエネル

ギーの自立化（地産地消）に向け、地域密着型のエネルギ

ーサービス事業体（京都版シュタットベルケ）を実現する

ための取組を実施する。

２ 事業内容

（１）北近畿エネルギー自立ネットワーク推進事業費 20,000千円事業内容

府北部地域において、地域内の再生可能エネルギー等で

地域内のエネルギー需要をまかなう供給体制やサービスの目 的

広域連携に向けた取組を実施対 象

方法等

（２）南部スマートバレー形成推進事業費 11,000千円

① アーバンヒートエネルギー（下水熱）の利用促進

流域下水道管渠の下水熱について、モデル事業者を

選定し、民間利用の実現に向けた取組を実施

② 推進協議会の運営

府南部地域における再生可能エネルギーや未利用エ

ネルギー等の活用に向けた各プロジェクトを有機的に

結合する協議会を設置

075-414-4297ｴﾈﾙｷﾞｰ政策課
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ担当

課・担当 電話番号担当課名 ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当

地球温暖化対策課 企画担当 075-414-4708

水 環 境 対 策 課 管理担当 075-414-5206

環境－１－２



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部 商工労働観光部

水素エネルギー活用社会推進事業費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別２２，０００千円

１ 目 的

スマートシティ・グローバルネットワーク構想の先駆的

取組として、水素社会実現に向けた取組を推進する。

２ 事業内容

（１ 「水素企業の森」育成事業費 5,000千円事業内容 ）

府内の中小企業や大学等の連携による水素関連研究開発

プロジェクトを支援・育成目 的

対 象

（２）水素インフラ創生事業費 17,000千円方法等

① ＦＣＶ・水素ステーションの普及

燃料電池自動車に対する府民理解促進のための啓発

活動を実施し、初期需要の創出及び水素ステーション

の普及を促進

② バイオマス水素の生成

市町村等と連携し、バイオマス水素を生成する最適

な仕組みを構築

③ 推進ネットワークの運営

(スマートシティ水素活用を推進する「司令塔」を設置

・グローバルネットワーク水素活用社会推進部会)

循環型社会推進課 循環・ﾘｻｲｸﾙ担当 075-414-4730

担当課名 地球温暖化対策課 推進担当 課・担当 電話番号 075-414-4708

特区・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 075-414-4849新産業育成・研究開発推進担当

環境－１－３



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

京都舞鶴港エネルギークラスター事業費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別１１０，０００千円

１ 目 的

再生可能エネルギー発電施設やＬＮＧインフラの整備、

メタンハイドレートの実用化促進による京都舞鶴港のエネル

ギークラスター化を促進する。

２ 事業内容

事業内容

（１）京都舞鶴港エコ・エネ拠点整備促進事業費 100,000千円

再生可能エネルギー発電施設等の整備に対し支援を行目 的

い、京都舞鶴港のエコ・エネルギー拠点化を促進対 象

方法等

（２）日本海側天然ガスインフラ整備促進事業費 10,000千円

① ＬＮＧインフラの整備促進

ＬＮＧ受入基地や広域パイプライン整備の実現に

向けた調査・研究を実施

② メタンハイドレートの実用化促進

表層型メタンハイドレートの実用化促進に向けた

府民や事業者向けフォーラムの開催等

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ担当
ｴﾈﾙｷﾞｰ政策課担当課名 課・担当 電話番号 075-414-4297

ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当

環境－１－４



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部 商工労働観光部

省エネ・低炭素化推進事業費事 業 名

新規
予 算 額 新規・継続の別１３８，２６０千円

(一部継続)

１ 目 的

京都議定書誕生の地として、省エネ・省ＣＯ２対策に先

駆的に取り組むとともに、温暖化に適応した低炭素社会づ

くりを推進する。

２ 事業内容

（１）京都ＥＭＳ推進事業費（継続） 50,000千円事業内容

新しい省エネ・節電型社会の実現を目指して、工場やビ

ル、家庭でのＥＭＳ（エネルギーマネジメントシステム）目 的

の導入を支援対 象

方法等

（２）事業者ＣＯ２削減対策事業費（継続） 76,000千円

京都版ＣＯ２排出量取引制度を活用する中小事業者等に

対し、省エネ・節電設備の導入を支援するとともに、大規

模排出事業者への指導・助言を実施

（３）ＥＶ・ＰＨＶタウン推進事業費（継続） 11,260千円

ＥＶ（電気自動車）やＰＨＶ（プラグインハイブリッド

自動車）の普及推進を図り、運輸部門のＣＯ２削減を実施

（４）地球温暖化適応策推進事業費 1,000千円

地球温暖化への適応について総合的な取組を進めるた

め 「京都府地球温暖化適応計画（仮称 」を策定、 ）

ｴﾈﾙｷﾞｰ政策課 075-414-4297再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ担当

課・担当 電話番
ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当

075-414-4708
担当課名

地球温暖化対策課 推進担当
号

特区・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 075-414-4849新産業育成・研究開発推進担当

環境－１－５



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

不法投棄等防止対策事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続４０，４３５ 千円

１ 目 的

悪質・巧妙化する不法投棄等を防止するため、監視・指導

の強化を図るとともに、府民ぐるみで早期発見体制を確立し、

不法投棄等を許さない京都府づくりを推進する。

２ 事業内容

事 業 内 容

（１） 悪質・巧妙化する不法投棄の監視・指導

① 行政指導を無視する等の悪質な不法投棄等事案に対目 的

して、機動班特別チーム（機動班ＳＴ）が集中的に対処対 象

② 産業廃棄物不法投棄等監視指導員を４拠点保健所に12方法等

名配置し、休日も含めた監視指導を実施

（２） 府民、事業者と一体となった取組の推進

産業廃棄物不法投棄情報ダイヤル等による府民等と一体

となった不法投棄の早期発見

担 当 課 名 循環型社会推進課 不法投棄等対策担当 課・担当 電話番号 075-414-4227

環境－２



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

産業廃棄物３Ｒ支援センター事業費事 業 名

スリーアール

予 算 額 新規・継続の別 継続４４，５８２ 千円

１ 目 的

産業廃棄物の３Ｒを促進するため、一般社団法人京都府産業廃棄

物３Ｒセンターにおいて、産業廃棄物に係る３Ｒ（発生抑制・再使

用・再生利用）の総合支援をワンストップ・サービスで実施する。

２ 事業内容

概 要事 項 [予算内訳]

■減量・リサイクルに係る情報交換や意ネットワーク推進交流事業
見交換を行う協議会（産業界、処理業[300千円]
界、大学研究機関、行政等）を開催

事 業 内 容
■産業廃棄物の３Ｒに関する企業等への産業廃棄物３Ｒ支援センタ

目 的 支援を、ワンストップ･サービスで総ー運営事業
対 象 合的に展開していく拠点の運営[18,182千円]
方法等

【ワンストップ・サービス支援事業】

■府内排出事業者等からの産業廃棄物の(1)ゼロエミッションアド
３Ｒに係る相談に対し、専門的知識をバイザー派遣事業
有するアドバイザーを派遣し、取組を[ 3,000千円]
支援

■産業廃棄物の３Ｒに係る処理技術や処(2)産業廃棄物処理３Ｒ情
理業者等の情報を提供し取組を支援報等提供事業

[ 2,100千円]

■産業廃棄物の３Ｒに係る研究や技術開(3)リサイクル技術開発・
発等、リサイクル施設等整備に対する施設整備補助事業
支援[20,000千円]

■排出事業者自らが産業廃棄物の３Ｒ及(4)３Ｒ人材育成等支援事
び適正処理に関する意識向上、先進事業
例等を紹介する講習会等を開催[ 1,000千円]

■産業廃棄物処理業者等を対象に開催す
る研修会に対する補助

担 当 課 名 循環型社会推進課 産業廃棄物担当 課・担当 電話番号 075-414-4714

環境－３



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

海岸漂着物地域対策推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続２０，６２６ 千円

１ 目 的

海岸漂着物の回収・処理及び海ごみ発生抑制に係る啓

発活動を実施する。

２ 事業内容事 業 内 容

（１）海岸漂着物等の回収及び処理

府北部の海岸漂着物等の回収及び処分事業を実施目 的

・支援対 象

方法等

（２）海岸部・内陸部における発生抑制対策

内陸部由来の海岸漂着物の発生を抑制するための

啓発活動を実施・支援

担 当 課 名 循環型社会推進課 循環・ﾘｻｲｸﾙ担当 課・担当 電話番号 075-414-4730

環境－４



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

食品廃棄物等適正処理指導強化事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規１，５００ 千円

１ 目 的

食品廃棄物の不適正処理事案発生を受け、同様事案の発生

を防止するため立入検査等の防止策を強化する。

２ 事業内容

事 業 内 容

（１）処理事業者向け対策

・立入検査・指導の強化目 的

全事業所への立入実施対 象

（食品廃棄物処理事業所は２回)方法等

マニフェスト検査の厳格化 等

排出事業者（食品廃棄物）向け対策（２）

・立入検査・指導の強化

多量排出(年間1,000トン以上)全事業所への立入実施

・適正処理のためのマニュアル配布・講習会の実施

適正処理の確認方法、転売防止策 等

担 当 課 名 循環型社会推進課 産業廃棄物担当 課・担当 電話番号 075-414-4714

環境－５



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

生物多様性戦略総合対策事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継続１７，９６９ 千円

１ 目 的

京都の豊かな生物多様性を守り、未来に伝えるため、府民

協働での希少種対策や保全地域の生態系維持回復、外来生物

対策を実施する。

２ 事業内容

（１）生物多様性地域戦略の推進

生物多様性保全セミナーや自然観察会の開催事 業 内 容

（２）絶滅危惧種保全条例に基づく対策目 的

①指定希少野生生物の適正な保全対策対 象

②府民協働による保全活動への助成方法等

③生息地外保全施設における個体群の維持保全

（３）歴史的自然環境保全地域の保全対策

保全地域でのナラ枯れ対策等

（４）外来生物対策

①ヌートリアやアルゼンチンアリの防除対策

②外来生物データブックの作成

担 当 課 名 自然環境保全課 自然環境担当 課・担当 電話番号 075-414-4378

環境－６



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

山陰海岸世界ジオパーク推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規１５，６００ 千円

(一部継続)（うち２月補正１３，８００千円）

１ 目 的

世界ジオパーク活動のユネスコ正式事業化を踏まえ、兵庫県

・鳥取県と連携し、山陰海岸世界ジオパークの貴重な地質資源や

景観の保全と、観光・ジオツーリズムなど地域振興の取組を展開

する。

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的

（１）山陰海岸ジオパーク推進協議会による共同実施事業対 象

①山陰海岸ジオパーク広域周遊観光キャンペーン事業 <２月補正>方法等

レンタカーなどを活用したジオパークエリアでの広域周遊観

光の取組

②山陰海岸ジオパーク情報発信アプリ開発 <２月補正>

魅力発信アプリを３府県で連携、開発（スポットの紹介、外

国語対応など）

③推進協議会負担金（継続） <一部２月補正>

ジオツーリズム、フォーラム開催などの広域的実施

（２）ジオパークへの誘導標識等整備（継続） <２月補正>

ジオパークのＰＲとともに、主要道路から効果的にジオパー

クエリアに案内誘導するための道路案内標識を設置

担 当 課 名 自然環境保全課 自然環境担当 課・担当 電話番号 075-414-4378

環境－７



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

京都丹波高原国定公園(仮称)魅力発信事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新規３２，４００ 千円

１ 目 的

国定公園の指定を契機に、森の京都博の一環としてエコツ

アーの実施・開拓をするとともに、施設整備等による公園の

価値の向上を図り、広く公園の魅力を発信する。

２ 事業内容事 業 内 容

（１）認知度向上のための魅力発信

公園の認知度向上のためのエコツアーを「森の京都博」目 的

の一環として実施するとともに、公園内資源の発掘による対 象

新たなツアールートを開拓方法等

・伏条台杉プレミアム体験ツアーの実施

・新たな自然・文化体感ツアーの開拓

（２）ワイズユースのためのプラットフォーム設置

「芦生原生林」をはじめとした国定公園の価値を適正に

保持・向上させるためのワイズユースについてプラットフ

ォームを設置し検討

（３）快適な利用のための施設等整備

利用者の利便性向上や公園の自然環境保全のための施設

整備を実施

自然環境保全課 自然公園担当 075-414-4378担 当 課 名 課・担当 電話番号

環境－８



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

きょうと水道ビジョン策定推進費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別１，０００ 千円

１ 目 的

市町村水道事業の厳しい経営状況を踏まえ、将来にわたっ

て安心・安全な水を提供し続ける体制を維持できるよう府域

全体の水道事業の方向性を示す｢きょうと水道ビジョン」の策

定に向けた取組を推進する。

２ 事業内容

市町村の意向や地域の実情を踏まえた「きょうと水道ビジ

ョン」の策定事 業 内 容

（１）安全性の保証

「水安全計画」の策定推進、水質検査体制の充実目 的

（２）危機管理への対応対 象

「耐震化計画」の策定推進、応急給水体制の確立方法等

（３）持続性の確保

広域化の検討、経営計画の策定推進

（４）新たな課題への対応

地球環境への配慮、国際展開

担 当 課 名 公営企画課 水資源・水道担当 課・担当 電話番号 075-414-4373

環境－９



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

マイクロ呑龍１万基構想推進費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継続１０，０００千円

１ 目 的

個人の雨水貯留施設設置に要する経費について市町村と連

携して支援し、府民総ぐるみで「貯める」取組を進め、防災

意識の向上、雨水利用による環境意識向上を図る。

事 業 内 容

２ 事業概要目 的

個人の雨水貯留施設の設置に要する経費の一部を市町対 象

村と連携して支援方法等

担当課名 水環境対策課 計画担当 課・担当 電話番号 075-414-5209

環境－１０

地方単独事業 雨水事業未実施・休止中団体 1/4 － 1/4 1/2

対　象　市　町　村 個人負担
公　費　助　成

国 府 市町村

交付金事業 下水道雨水事業実施中団体 1/4 1/4 1/4 1/4



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

＜水道事業会計＞

府営水道施設更新・耐震化事業費
事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継続２，６０１，８４０千円

（他に債務負担行為 2,135,000千円）

予算額
事業名 内容

（千円）

乙訓浄水場施設の耐震化
事 業 内 容 府営水道耐震強化対

218,200
策事業費 ・薬品沈殿池耐震化工事

目 的

対 象

府営水道管路更新事方法等
1,100,970 宇治系送水管路更新・耐震化

業費 工事

宇治浄水場施設の更新

府営水道浄水場施設 ・中央監視制御装置更新工事
1,282,670

更新等事業費 木津浄水場施設の更新

・自家発電設備更新工事

・薬品注入設備更新工事ほか

担当課名 建設整備課 課・担当 電話番号 075-414-5483
施設整備担当

広域整備担当

環境部－１１



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

＜工業用水道事業会計＞

工業用水道施設更新・耐震化事業費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継続１８９，６００千円

（ ）他に債務負担行為 99,000千円

予算額
事業名 内容事 業 内 容

（千円）

目 的

対 象

長田野工業団地及び綾部工業方法等

団地へ送水する工業用水道施

工業用水道施設更新 設の更新・耐震化等
189,600

・耐震化事業費
・取水施設耐震化工事 ほか

担当課名 建設整備課 課・担当 電話番号 075-414-5483
施設整備担当

広域整備担当

環境－１２



平成２８年度 当初予算案主要事項(平成２７年度２月補正含む)説明

環境部

（ ）生 活 ・ 交 通 基 盤 整 備 事 業 費 一部再掲
農 林 水 産 業 基 盤 整 備 事 業 費事 業 名

流 域 下 水 道 建 設 費

５，８０５，０７４千円
予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継続（うち２月補正 ９５４，０００千円）

[他に債務負担行為4,500,000千円]

【公共事業費・単独公共事業費】

課名 事 業 名 事業主体 予算額（千円）

府・市町村 114,844
自然 生活・交通基盤整備事業費

環境 （自然公園施設整備費等）

事 業 内 容 保全

小 計 114,844
課

市町村 71,684
目 的 水 農林水産業基盤整備事業費

対 象 環 （農業集落排水事業費）

方法等 境

対 下水道企画調査費等 府 9,418

策

課 流域下水道建設費 5,609,128
府

（うち２月補正） （954,000）

（2,050,120）
うち いろは呑龍トン

ネル南幹線

（うち２月補正） （954,000）

小 計 5,690,230

（うち２月補正） （954,000）

合 計 5,805,074

（うち２月補正） （954,000）

自然環境保全課 自然公園担当 075-414-4378

担 当 課 名 計 画 担 当 課・担当 電話番号 075-414-5209水 環 境 対 策 課
建 設 担 当 075-414-5212

環境－１３
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